平成３０年８月１日
特別養護老人ホーム　施設長　様　
事務長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人　茨城県老人福祉施設協議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　木村　哲之
平成２９年度決算に基づく特別養護老人ホーム収支状況調査の実施について（回答のお願い）
時下、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
この度（一社）茨城県老人福祉施設協議会では、昨年度に引き続き平成２９年度決算に基づく特別養護老人ホーム収支状況調査を実施することになりました。
来年度に予定されている消費税引き上げに伴う介護報酬の見直しを見据え、関東ブロックの特養が合同で厳しい特別養護老人ホームの経営実態をあきらかにすることで、国等への要望活動を実施していく予定です。
ご多忙のおり大変恐縮ですが、趣旨等ご理解いただきまして、本会会員施設にはかならずご提出をいただきたくご協力の程お願い申し上げます。

記
１　調査対象
特別養護老人ホーム（茨城県老人福祉施設協議会会員施設）
※平成２９年度実績調査のため、平成２９年４月１日以前に開設の施設が対象です。
２　調査の目的

(1)各都県市の特養平均収支を把握し、厳しい経営状況を示すため。
(2)人材不足を受け、派遣会社の利用が増えていることから、派遣職員に関する費用等の実態を調べ、特養における負担増の状況を示すため。

(3)上記の調査結果に基づき、国等への要望を行うため。

３　回答ならびに提出方法
　　茨城県老施協ホームページのお知らせにアップいたしております。
回答シート（Excel形式・A4判１枚）にご入力の上、下記宛へのご提出をお願いします。
　
４　回答先及び回答期限

info@jsibaraki.jpあてに、平成３０年８月２３日（木）必着にてお送り下さい。
メールが難しい場合は、ファックスにてご回答願います。
５　集計および分析について
・各施設のデータをもとに、サービス活動収益対経常増減差額比率（収支差額率）を計算の上、（１）関東ブロック全体、（２）都県市別、（３）級地別の項目について公表の予定です。また、派遣職員については、派遣された期間をもとに、平均費用額等を計算して公表の予定です。

・本調査の集計作業は、（一社）茨城県老人福祉施設協議会事務局で実施します。
・施設ごとの回答結果を、事前の了解なく外部に知らせることは一切ありません。
６　お問合せ
（一社）茨城県老人福祉施設協議会（担当：松本）
〒３１０－０８５１　水戸市千波町１９１８

TEL　０２９－２４１－８５２９　　FAX　０２９－２４１－４４５６
